
　議案第２８号

　（総則）

第１条　令和２年度藤岡市下水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

　（収益的収入及び支出）

第２条　令和２年度藤岡市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のと

　おり補正する。

（科　　　目） 　（既決予定額）

　第１款　下 水 道 事 業 収 益 千円 千円 千円

　　第１項　営 業 収 益 千円 千円 千円

　　第２項　営 業 外 収 益 千円 千円 千円

　第１款　下 水 道 事 業 費 用 千円 千円 千円

　　第１項　営 業 費 用 千円 千円 千円

　　第２項　営 業 外 費 用 千円 千円 千円8,410 102,568

529,931

94,158

支　　　　　　出

11,530

3,120

令和２年度藤岡市下水道事業会計補正予算（第１号）

（補正予定額） （計）

収　　　　　　入

625,500

396,982

633,769

22,271 647,771

24,217 252,735228,518

645,299

△ 1,946 395,036

533,051



　（資本的収入及び支出）

第３条　予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額213,241千円は、引継金9,327千円、当年度

　分損益勘定留保資金203,914千円」を「資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額234,512千円は、当年度分消費税及び

　地方消費税資本的収支調整額7,942千円、引継金36,375千円、当年度分損益勘定留保資金190,195千円」に改め、資本的収入及

　び支出の予定額を次のとおり補正する。

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                

（科　　　目） 　（既決予定額）

　第１款　資 本 的 収 入 千円 千円 千円

　　第２項　負 担 金 千円 千円 千円

　　第３項　補 助 金 千円 千円 千円

　第１款　資 本 的 支 出 千円 千円 千円

　　第１項　建 設 改 良 費 千円 千円 千円

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第４条　予算第９条に定めた経費の金額を次のとおり改める。

（科　　　目） 　（既決予定額）

　（１）職 員 給 与 費 千円 千円 千円

34,196 434,039399,843

支　　　　　　出

34,196

16,072

778,774

300,401

812,970

2 16,074

12,923 313,324

（補正予定額） （計）

収　　　　　　入

12,925 578,458565,533

（補正予定額） （計）

55,930 250 56,180



（他会計からの補助金）

第５条　予算第10条中「455,292千円」を「449,296千円」に改める。

　令和３年２月２５日提出

　令和３年２月２５日可決

藤岡市長　　新　井　雅　博　　



　収　　入 　　　　　　（単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計

１ 下水道事業収益 625,500 22,271 647,771

１ 営業収益 228,518 24,217 252,735

２ 他会計負担金 18,350 24,217 42,567

２ 営業外収益 396,982 △ 1,946 395,036

２ 他会計補助金 250,491 △ 1,946 248,545

　支　　出 　　　　　　（単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計

１ 下水道事業費用 633,769 11,530 645,299

１ 営業費用 529,931 3,120 533,051

４ 減価償却費 368,845 3,120 371,965

２ 営業外費用 94,158 8,410 102,568

２ 消費税及び地方消費税 6,790 8,410 15,200

款 項 目

令和２年度藤岡市下水道事業会計予算実施計画

（収益的収入及び収益的支出）

款 項 目



　収　　入 　　　　　　（単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計

１ 資本的収入 565,533 12,925 578,458

２ 負担金 16,072 2 16,074

１ 一般会計負担金 11,229 2 11,231

３ 補助金 300,401 12,923 313,324

１ 国県補助金 95,600 16,973 112,573

２ 他会計補助金 204,801 △ 4,050 200,751

　支　　出 　　　　　　（単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計

１ 資本的支出 778,774 34,196 812,970

１ 建設改良費 399,843 34,196 434,039

１ 管渠建設改良費 390,701 34,196 424,897

款 項 目

（資本的収入及び資本的支出）

款 項 目



１　業務活動によるキャッシュ・フロー
　（１）当期純利益（損失）
　（２）減価償却費
　（３）貸倒引当金の増減額　（△は減少）
　（４）長期前受金戻入額
　（５）引当金の増減額　（△は減少）
　（６）受取利息及び受取配当金
　（７）支払利息
　（８）未収金の増減額　（△は増加）
　（９）その他流動資産の増減額　（△は増加）
　（10）未払金の増減額　（△は減少）
　（11）その他流動負債の増減額　（△は減少）
　　　　小計
　（12）利息及び配当金の受取額
　（13）利息の支払額
　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
　（１）有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出
　（２）他会計負担金等による収入
　（３）国庫補助金等による収入
　（４）貸付金償還による収入
　（５）貸付金による支出
　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
　（１）建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
　（２）建設改良費等の財源に充てるための企業債償還による支出
　（３）他会計からの出資による収入
　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　資金増加額（又は減少額）
　　　資金期首残高
　　　資金期末残高

54,414,634
83,780,123

△ 377,850,686
0

△ 129,450,686

29,365,489

248,400,000

660,000
△ 1,080,000

15,187,522
296,119,092

△ 97,119,386

0
29,149,455

0
343,303,561

0
△ 87,368,000

255,935,561

△ 408,006,000

令和２年度藤岡市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

△ 4,469,014
371,965,000

640,000
△ 146,356,000

4,442,000
0

87,368,000
564,120

（単位：円）



１　固 定 資 産
（１）　有 形 固 定 資 産
　　　イ　土　　　地
　　　ロ　構　築　物
　　　　　減価償却累計額
　　　ハ　機械及び装置
　　　　　減価償却累計額
　　　ニ　車両運搬具
　　　　　減価償却累計額
　　　ホ　建設仮勘定

　　　　有 形 固 定 資 産 合 計

（２）　無 形 固 定 資 産
　　　イ　施設利用権
　　　ロ　ソフトウェア

　　　　無 形 固 定 資 産 合 計

（３）　投 資 そ の 他 資 産
　　　イ　長期貸付金

　　　　投 資 そ の 他 資 産 合 計

　　　　固 定 資 産 合 計

令和２年度藤岡市下水道事業予定貸借対照表
（令和３年３月３１日）

（単位：円）
資　　産　　の　　部

18,424,188

82,701,979
135,643,231

△ 52,941,252

10,570,398,259
17,101,923,971

△ 6,531,525,712

974,067,716
974,447

3,376,921
△ 2,402,474

1,100,000

1,100,000

11,646,566,589

986,592,107

995,952,107

9,360,000

12,643,618,696



 ２　流 動 資 産
（１）　現 金 ・ 預 金

（２）　未 収 金
　　　イ　営 業 未 収 金
　　　　貸 倒 引 当 金

　　　　流 動 資 産 合 計

　　　　資 産 合 計

83,780,123

16,453,517
△ 640,000 15,813,517

99,593,640

12,743,212,336



 ３　固 定 負 債
（１）　企 業 債
　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債
　　　　企 業 債 合 計

　　　固 定 負 債 合 計

 ４　流 動 負 債
（１）　企 業 債
　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債
　　　　企 業 債 合 計

（２）　未 払 金
　　　イ　営 業 未 払 金
　　　ロ　そ の 他 未 払 金
　　　ハ　未払消費税及び地方消費税
　　　　未 払 金 合 計

（３）　引 当 金
　　　イ　賞 与 引 当 金
　　　ロ　法定福利費引当金
　　　　引 当 金 合 計

　　　　流 動 負 債 合 計

 ５　繰 延 収 益
　　　　長 期 前 受 金
　　　　収 益 化 累 計 額
　　　　繰 延 収 益 合 計

　　　　負 債 合 計

負　　債　　の　　部

4,851,607,204
4,851,607,204

4,851,607,204

370,804,608
370,804,608

307,960
58,796,250
5,102,300

64,206,510

3,722,000
720,000

4,442,000

439,453,118

8,427,730,648
△ 3,250,318,378

5,177,412,270

10,468,472,592



 ６　資 本 金
　　　　資 本 金

 ７　剰 余 金
（１）　資 本 剰 余 金
　　　イ　他 会 計 負 担 金

　　　　資 本 剰 余 金 合 計

（２）　利 益 剰 余 金
　　　イ　当年度未処分利益剰余金（△未処理欠損金）

　　　　利 益 剰 余 金 合 計

　　　　剰 余 金 合 計

　　　　資 本 合 計

　　　　負 債 資 本 合 計

資　　本　　の　　部

2,266,196,807

13,011,951

13,011,951

△ 4,469,014

△ 4,469,014

8,542,937

2,274,739,744

12,743,212,336



　注記

Ⅰ．重要な会計方針

　当年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用し、財務諸表等を作成している。

　１　固定資産の減価償却の方法

　（１）　有形固定資産

　　・減価償却の方法　　　　　　　定額法による。

　　・主な耐用年数

　　　　構築物　　　　　　　　　　　　　５０年

　　　　機械及び装置　　　　　　　 　　 １５年

　　　　車両運搬具　　　　　　　 　　　　 ４年

　（２）　無形固定資産

　　・減価償却の方法　　　　　　　定額法による。

　　・主な耐用年数

　　　　施設利用権　　　　　　　　　　　４５年

　　　　ソフトウェア　　　　　　　　　　　５年

　２　引当金の計上方法
　（１）　退職給付引当金
　　　職員の退職手当は、一般会計がその全額を負担することになっているため、退職給付引当金は計上していない。

　（２）　賞与引当金

　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月まで

　　の４ヶ月分）を計上している。

　（３）　法定福利費引当金

　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額

　　（１２月から３月までの４ヶ月分）を計上している。

　（４）　貸倒引当金

　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　１　企業債の償還に係る他会計の負担

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見

　　込まれる額は、４，２７７，１５４千円である。


